
附 属 明 細
１．固定資産の取得、処分、減価償却費（「第87 特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第91 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損
失累計額の明細

（単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減 価 償 却 累 計 額

減損損失累計額 差引当期末残高 摘 要
当期償却額

有 形 固 定 資 産
（償却費損益内）

建 物 6¶311¶043¶855 209¶845¶080 67¶804¶990 6¶453¶083¶945 2¶215¶035¶449 336¶256¶582 5¶777¶394 4¶232¶271¶102

構 築 物 1¶176¶534¶604 22¶515¶501 17¶762¶634 1¶181¶287¶471 584¶215¶639 102¶432¶260 2¶351¶760 594¶720¶072

機 械 及 び 装 置 1¶026¶439¶443 32¶682¶674 ` 1¶059¶122¶117 372¶555¶186 46¶962¶934 1¶950¶178 684¶616¶753

車 両 運 搬 具 152¶516¶978 5¶489¶187 5¶330¶188 152¶675¶977 124¶249¶849 5¶934¶645 ` 28¶426¶128

工 具 器 具 備 品 145¶309¶886¶066 9¶328¶021¶258 4¶474¶373¶816 150¶163¶533¶508 121¶260¶589¶694 9¶553¶405¶276 ` 28¶902¶943¶814

計 153¶976¶420¶946 9¶598¶553¶700 4¶565¶271¶628 159¶009¶703¶018 124¶556¶645¶817 10¶044¶991¶697 10¶079¶332 34¶442¶977¶869

有 形 固 定 資 産
（償却費損益外）

建 物 210¶787¶944¶346 7¶176¶071¶756 292¶185¶784 217¶671¶830¶318 90¶313¶622¶049 7¶969¶441¶957 404¶207¶033 126¶954¶001¶236

構 築 物 27¶068¶044¶102 376¶275¶952 21¶577¶831 27¶422¶742¶223 11¶349¶662¶975 1¶141¶851¶529 97¶409¶102 15¶975¶670¶146

機 械 及 び 装 置 40¶683¶179¶656 154¶482¶515 18¶111¶617 40¶819¶550¶554 17¶597¶180¶504 1¶580¶357¶944 95¶043¶118 23¶127¶326¶932

工 具 器 具 備 品 20¶525¶904¶670 ` 516¶861¶380 20¶009¶043¶290 15¶020¶620¶515 2¶596¶659¶199 ` 4¶988¶422¶775

計 299¶065¶072¶774 7¶706¶830¶223 848¶736¶612 305¶923¶166¶385 134¶281¶086¶043 13¶288¶310¶629 596¶659¶253 171¶045¶421¶089
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Ú．重要な債務負担行為
当事業年度内に契約済でありますが、年度末時点において未履行のものは以下のとおりです。

件 名 契 約 金 額 翌期以降の支払金額
１．産業技術総合研究所つくばセンターの施設管理等業務 8¶540¶269¶081円 5¶716¶182¶251円
２．福島県再生可能エネルギー研究開発拠点（仮称）整備
事業

4¶840¶500¶000円 3¶324¶300¶000円

３．電子ジャーナルパッケージ（サイエンスダイレクト）
フリーダムコレクション

1¶324¶378¶577円 568¶790¶070円

４．つくば西`２Ａ棟他機械設備（空調）改修その他工事 639¶450¶000円 639¶450¶000円
５．つくば中央７`１棟耐震改修事業 569¶940¶000円 341¶964¶000円
６．福島県再生可能エネルギー研究開発拠点（仮称）再生
可能エネルギー備蓄回生システム設置その他工事

561¶750¶000円 561¶750¶000円

７．産総研情報システム運用管理支援業務 560¶763¶000円 373¶842¶000円
Û．不要財産に係る国庫納付等
【九州センター直方サイト】
\ 不要財産としての国庫納付等を行った資産の種類、帳簿価額等の概要
{資産の種類 建物及び附帯設備
|帳簿価額等 72¶781¶239円
帳簿価額は、申請時における帳簿価額であります。

] 不要財産となった理由
本財産を拠点として行う研究事業が、第１期中期目標期間最終年度（平成16年度）をもっ
て終了したため。

^ 国庫納付等の方法
現物納付

_ 譲渡収入による現金納付等を行った資産に係る譲渡収入の額
０円

` 国庫納付等に当たり譲渡収入により控除した費用の額
０円

a 国庫納付等の額
０円

b 国庫納付等が行われた年月日
平成25年２月15日

c 減資額
312¶593¶564円

Ü．重要な後発事象
該当事項は、ありません。

Ý．追加情報
１．売却した土地の土壌汚染に係る瑕疵担保責任について
平成20年10月１日に当所が王子製紙株式会社に売却した旧中国センター（呉市）の土地につい
て、平成24年２月29日に同社から東京地方裁判所に瑕疵担保責任に基づく損害賠償請求の訴えが
提起され、現在係争中であります。

Ê．その他独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情報
「独立行政法人の制度及び組織の見直しの方針」（平成24年１月20日閣議決定）に基づく組織統
合については、「平成25年度予算編成の基本方針」（平成25年１月24日閣議決定）に基づき、それ以
前より決定していた事項を除いて当面凍結となりました。
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